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第２期 災害社会の形成期

救助活動
（出典：報道写真 阪神大震災） 安否確認 歩く（出典：報道写真 阪神大震災）

救助活動
渋滞 破壊発災
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第３期 被災地社会が維持される時期（災害ユート
ピア）

水くみ
出典：報道写真 阪神大震
災

避難所

ボランティア

炊きだし

避難所

救援物資

応急対応
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仮設店舗

仮設住宅の建設

自力で仮設住宅

仮設住宅団地

公費解体
（出典：報道写真 阪神大震災）

罹災証明の発行
（出典：神戸市災害対策本部民生部の記録）

復興に向けて
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災害発生時に，ICTにできること

迅速で・効果的な応急対応の支援
復旧・復興対策の支援

• 状況認識の統一：
– 2004年「新潟県中越地震復旧復興GISプロジェクト」

– 2007年「新潟県中越沖地震EMC活動」

• 新らしく発生する業務の支援:被災者台帳の作成
– 2004年「新潟県中越地震小千谷市り災証明発給支援」

– 2007年「新潟県中越沖地震柏崎市生活再建支援」
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【凡例】

： 平成16年中越大震災に
おける災害救助法適用
市町村 （17市町村）

： 平成19年中越沖地震に
おける災害救助法適用
市町村 （10市町村）

※ 平成19年の災害救助法適用市町村
は全て前回も適用されている

７月16日 10：13

最大震度6強
（Ｍ6.8）

本震

７月16日 15：37
最大震度6弱
（Ｍ5.8）

余 震

粟島浦

佐渡

山北

村
上 朝日

関川神林

荒川

胎内

新発田

聖籠

新潟

阿賀野

糸魚川

上越

妙高

柏崎

津南

湯沢

南魚沼

十日町

小千谷

魚沼川
口

刈羽
長岡

阿賀

加茂

三条

見附

出雲崎

五泉
弥彦

燕 田上

地震の概要

○発生時刻 平成19年7月16日10時13分頃
○震源地 新潟県上中越沖
○震源の深さ 約17ｋｍ
○地震規模 マグニチュード6.8

○震 度 ６強 柏崎市、長岡市、刈羽村
６弱 上越市、小千谷市、出雲崎町

10月23日 17:56
最大震度7
（Ｍ6.8）

Ｈ１６新潟県中越地震

新潟県を襲った2つの地震災害：

2004新潟県中越地震、2007中越沖地震
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平成19年新潟県中越沖地震
（2007.12.18 15:00現在）

平成16年新潟県中越地震

地震の概要 地震規模 マグニチュード６.８ マグニチュード６．８

最大震度 震度６強 震度７

災害救助法適用市町村 １０市町村 １７市町村（合併後）

人的被害 死 者（人） １５ ６７

重軽傷者（人） ２,３１５ ４,７９５

住家被害 全 壊 （棟） １,２５９ ３,１７５

半 壊 （棟） ５,４８０ １３,８０４

一部損壊（棟） ３４,００３ １０３,７６７

合 計 （棟） ４０,８４２ １２０,７４６

避難状況 避難所（ヶ所） 最大 １１６ 現在 ０ ６０３

避難者数（人） 最大 １２,４８３ 現在 ０ 約１０３,０００

ライフライ
ン
の状況

電気(停電)(戸) 最大 約35,000 概ね２日で復旧 約300,000（概ね１０日でほぼ復旧）

ガ ス(停止)(戸) 最大 約35,000 概ね40日で復旧 約56,000（概ね２ヶ月でほぼ復旧）

上水道(断水)(戸) 最大 約61,000 概ね20日で復旧 約130,000（概ね１ヶ月でほぼ復旧）

課題 地方都市を襲った
災害からの復興

中山間地域を襲った
災害からの復興

新潟県中越地震と中越沖地震の比較
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建物被害認定調査・外観目視

応急危険度判定

応急仮設
住宅

応急修理
生活再建
支援金

国民健康
保険減免

介護保険
減免

固定資産
税減免

公費解体 保育料
の減免

復興
基金

り災証明書発行

建物被害認定再調査・内観目視

家屋被害認定調査結果のデータベース構築

住宅再建支援・生活再建支援

義援金
の配分

60000棟

人口90000人

世帯33000世帯

3000棟

60000件

60000棟／33000世帯

被災者対象個人／世帯／地域の確定

生活再建相談窓口に
おける申請ベース

庁内業務中心で対応

災害時の被災者に対する生活再建支援
2007年新潟県中越沖地震の柏崎市を事例に検討

8000棟
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仮設住宅
（復興支援室）

復興基金
（復興支援室）

保育料減免
（福祉）

介護保険
減免

(福祉）

国民健康
保険減免

(福祉)

人
家

被害

さまざまな部局で同時並行的に
実施される業務を整理統合：被災者台帳

義援金配分
(福祉)

生活再建
支援金

（復興支援室）

固定資産
税減免
（税務）

建物被害
再調査

応急修理
（建設）

公費解体
（環境）

被災者台帳

り災証明書
発給
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人
家

被害

被災者台帳

被災者台帳
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東京都での実装の目的

2007新潟県中越沖地震

・1市

・人口 90,000人

・建物 63,000棟

・災害発生後に開始

・１チーム

・外部ボランティア

・発給までに1か月

20XX首都直下地震

・23区26市

・人口 13,000,000人

・建物 7,000,000棟

・事前に整備

・50 チーム

・各区市の訓練済み人材

・発給までに1カ月
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① 火災を考慮した調査対象地域の選定方
針の決定 （火災地域同定システムは
別途）

１．焼失地域の調査は東京消防庁の担当

２．それ以外は区市町村の担当

② 被害の標準的な調査手順の開発

１．標準的な木造建物の調査手順の開発

２．標準的な非木造建物の調査手順の開発

３．建物被害写真の処理手順の開発

③ 建物被害調査データベース作成・研修手
法の開発

１．自己申請方式

２．IPAD方式（携帯端末の活用）

３．QR方式（QRコード付き調査用紙の活用）

４．標準調査用紙を用いた調査結果の手入力

５．写真データの処理

④ GeoWrap統合データベースの構築手法
の開発

１．GeoWrapデータ統合システム開発

２．建物被害調査データ＋住民基本台帳出力

３．課税台帳データの重ね合わせ

⑤ り災証明発給システムの開発

１．空間設計

２．システム構成

３．群衆制御

４．窓口対応

５．再調査予約

６．研修プログラム

⑥ 被災者台帳の構築手法の開発

⑦ 生活再建関連業務の業務量の予測

⑧ 震災発生当日時点での東京都所有の既
存個人情報の活用方針・活動手順の
開発

⑨ 生活再建システムで活用する電子データ
の情報セキュリティシステムの開発

⑩ 東京消防庁が担当する火災地域での建
物被害調査結果の活用手順の開発 （
東消調査システム開発は別途）

⑪ 都市計画局が担当する都市復興計画の
ためのデータの提供方針・手順の開発
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